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本⽇の内容
• はじめに
• 被害者国選弁護⼈制度（1988年）
• 犯罪被害者庁
• ⼦どもに対する配慮
• 児童特別代理⼈（児童国選弁護⼈）制度
• 犯罪被害者庁
• 犯罪者を親にもつ⼦ども

• まとめ
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はじめに

•厳罰化≠被害者保護
•加害者更⽣と被害者の権利の保護は両⽴可能
•社会政策も重要
•加害者を赦すかどうかは被害者次第
•⼦どもへの配慮が必要

被害者国選弁護⼈
（被害者補佐⼈）制度（1988年）
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被害者国選弁護⼈（被害者補佐⼈）制度
• 1986年 政府報告書『被害者補佐⼈』（SOU1986:49）
• 1988年 被害者補佐⼈法（1988年法律第609号）
• 捜査の最初の段階から 裁判所がリストの中から指名
• 性犯罪のみ なかでも深刻な性犯罪のみ
・・・（数度の改正を経て）

• 2001年 「法定刑に拘禁刑のある犯罪」
（被害者補佐⼈法第1条第3項改正）

※被疑者国選弁護⼈も捜査の最初から
※被疑者・被害者いずれも取調に同席可、いずれも完全可視化
※2018年の改正の際も、もっと早くにつける必要性を再提唱

犯罪被害者庁
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犯罪被害者庁の役割
1 国による犯罪被害の補償︓犯罪被害法に基づく

犯罪被害補償⾦の⽀払い

2 加害者への求償

3 犯罪被害者基⾦の管理

4 犯罪被害者に関する情報の収集・伝達

1 国による犯罪被害の補償︓
犯罪被害法に基づく犯罪被害補償⾦の⽀払い
犯罪被害法（1978年法律第413号、
現在は2014年法律第322号）
第⼀に加害者、次に保険、

最後に犯罪被害補償⾦
 早期に算定を済ませ、国が⽴替、⼀括交付
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2 加害者への求償

加害者からの取り⽴ては被害者庁が交渉
（回収は強制執⾏庁）
加害者に逃げ得を許さない⼀⽅、
被害者には負担をかけない

cf.損害賠償⾦の取り⽴ては被害者にとって⼤きな負担

3 犯罪被害者基⾦の管理
 1有罪判決につき1000クローナ
 電⼦監視装置の場合は、
   1 ⽇あたり 100クローナ、
   全期間で最⼤ 12000クローナ
（2023年2⽉1⽇に値上げ）

 研究者
 NGO、⺠間機関 に配布
×犯罪被害者
cf. 2022年の有罪判決4万3211⼈
（通常第⼀審事件の終局総⼈員のうち）
1万5000円×4万3211⼈
＝6億4816万5000円
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4 研究と知識の普及

①資料

②研修

③情報（普及）

① 資料

 HP（20か国語）
 申請書
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② 研修

•例︓ ⼀般の⼈に向けて
「司法学校（裁判学校）」

•裁判について知ってもらう
•裁判所で被害者や証⼈をサポートする⼈の育成

③ 情報 （普及）

 社会に向けて

 ⼦どもに向けて
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普及の例︓
2018年性犯罪規定改正

• 今回の改正を歓迎すると⾔うコメント
をいち早く犯罪被害者庁⻑官が発表
• 10代向けの特設ページ、冊⼦を作
成、周知へ

『⾃由意思によって』
「セックスは常に⾃発的なものであり、そ
うでなければ犯罪。ティーンエイジャーは
限界がどこまでか知ってる︖あなたは
知ってる︖」 15

2005年に⽣まれた⼦どもの親・保護者に
2019年に送られたパンフレット
個⼈番号はこういう時にこそ使われるべき

• 犯罪被害者庁のキャンペーン
• ⾄る所にこのポスターを貼る。動画

も配信。
• 18〜25歳の若者の10⼈に7⼈

近くに情報が届いた。
• メッセージの内容は明確で、「セック

スは常に⾃発的なものであり、そう
でなければ犯罪。」

• DV罪を作った時にも同じ⽅法で
キャンペーンが⾏われた。

16https://www.brottsoffermyndigheten.se/pressmeddelande/kampanj-om-frivilligt-sex-nadde-sju-av-tio-
unga
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犯罪被害者庁の役割

• ⻑期的なビジョンで社会を変えていく
• 犯罪被害・犯罪被害者についての知識を

教育。他⼈事ではないという意識と理解。
→犯罪の防⽌にもつながる。
※犯罪の被害で苦しむ⼈のいない社会を

⽬指して

⼦どもに対する配慮
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児童特別代理⼈制度
• 児童特別代理⼈法(1999年法律第997号)
• 第1条 法定刑に拘禁刑を含む犯罪が18歳未満の者に対してなされた場
合、以下に該当する場合、児童のための特別代理⼈（児童弁護⼈）が
任命されるものとする。
1．保護権者が当該犯罪の被疑者になりうる場合、⼜は
2．保護権者が当該犯罪の被疑者になりうる者との関係に基づいて、

当該児童の権利を擁護することができない場合がありうると思料される
場合。

cf. 被害者補佐⼈（被害者国選弁護⼈）
19

犯罪被害庁

• ⼦どもの被害者のための様々な情報
• ⼦どもの被害者と接する⼤⼈のための情報
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矯正保護庁

• 犯罪者を親にもつ⼦どものための情報
• 被拘禁者を親にもつ⼦ども
• 保護観察対象者を親にもつ⼦ども
• 電⼦監視装置装着者を親にもつ⼦ども
×犯罪者の⼦ども

まとめ

• 厳罰化≠被害者保護
• 加害者更⽣と被害者の権利の保護は両⽴可能︓いずれも国の責任
※責任を負わなくて良いという意味ではない︓求償の必要性

• 社会政策も重要
例︓教育費無償化

• 加害者を赦すかどうかは被害者次第
• ⼦どもへの配慮が必要
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はなれている
家族のこと知りたい
⼦どもたちために

https://bestinterests-emun.com/

参考︓受刑者を親にもつ⼦どもは
どれくらいいるのか

• 男性刑務所＋女性刑務所
• 未就学児がいる受刑者 12.3％
• 未成年者の子がいる受刑者 43.6％

（矢野恵美・齋藤実・谷本拓郎・西澤朋子）

• 子どものいる受刑者（推測値）
• 未就学児がいる受刑者 5722人
• 未成年の子がいる受刑者 20005人
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親の拘禁が理由で
社会的養護に関わる⼦ども達

• 2018年
• ⽗親の拘禁が理由 335⼈
• ⺟親の拘禁が理由 1316⼈
（⼥性受刑者は全体の10％に満たない）

どのような時に使って頂きたいのか

お⼦さんと

接する⽅

• ⼦どもに親の⽣活を知ら
せたい

• ⾃分が刑務所のことを知
りたい

有罪確定者・受刑者・元
受刑者と接する⽅

• ⾃分が刑務所のことを知
りたい

• 受刑者、元受刑者と話
す時に役⽴つ

有罪確定者・受刑者・元
受刑者

• 受刑前、受刑中（⾯会
時）、出所後に⼦どもや
家族に⾃分の状況を知
らせたい、説明したい
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矢野恵美 

 

＜学歴＞ 

慶應義塾大学法学部法律学科卒業 

早稲田大学法学研究科修士課程修了 

慶應義塾大学法学研究科後期博士課程退学 

ストックホルム大学大学院犯罪学科客員研究生 

 

＜職歴＞ 

慶應義塾大学法学研究科非常勤講師 

東北大学国際高等融合領域研究所助教等を経て 

琉球大学法科大学院教授（現職） 

琉球大学学長補佐（ハラスメント防止担当）（現職） 

琉球大学ハラスメント相談支援センター長（現職） 

琉球大学プライドオフィス室長（現職） 

琉球大学ヒューマンライツセンター長（現職） 

 

＜社会貢献活動＞ 

少年院における被害者視点教育（2003 年～） 

これまでの実施施設：月形少年院、青森少年院、青葉女子学園、置賜学院、榛名女子学園、

愛光女子学園、市原学園、多摩少年院、広島少年院、貴船原少女苑、福岡少年院、筑紫少女

苑、沖縄少年院、沖縄女子学園等 

 

＜地域活動＞ 

・DV 防止法に基づく基本計画策定等委員会委員長 

・沖縄県困難な問題を抱える女性への支援のための施策の実施に関する基本的な計画 

(仮称)策定委員会委員長 

・沖縄県犯罪被害者等支援審議会会長 

・沖縄県再犯防止推進計画検討委員会委員 

・那覇保護観察所保護司選考会委員 

・那覇家庭裁判所家庭裁判所委員会委員（～2021 年度）等 

・複数自治体の男女共同参画会議委員 

 

・女子刑務所のありかた研究委員会委員 

 

＜主要研究テーマ＞刑事法、被害者学、北欧法、ジェンダー法 
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